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【これまでの取組状況】

従来の大量生産・大量消費・大量廃棄型経済システムから脱却し、循環型経済社会システムを構築するため、３Ｒ対策の促
進に必要な基礎研究、実用化開発等技術開発を「３Ｒプログラム」として体系的に実施している。

これまでは、３Ｒ対策を講じる必要性（大量排出、処理困難、資源有用性）の高い製品等のリサイクル技術の開発（下流対策）
を中心に取組んできたところ。

【今後の方向性】

回収・リサイクルといった下流対策のみならず、製品の軽量化・長寿命化のための新たな材料や工法開発といった上流対策
へと研究開発の対象を拡大しながら、引き続き資源有効利用の効果的な３Ｒ技術の開発を推進する。

【高塩素含有廃棄物対応セメント製造技術】

多量の廃棄物をリサイクルしているセメント製造工程に
おいて、更なる廃棄物等の受入量の増大、種類の多様
化を進めるため、高塩素含有廃棄物の利用技術を確立
し、実用化。

【高塩素含有廃棄物対応セメント製造技術】

多量の廃棄物をリサイクルしているセメント製造工程に
おいて、更なる廃棄物等の受入量の増大、種類の多様
化を進めるため、高塩素含有廃棄物の利用技術を確立
し、実用化。

【シュレッダーダスト等高効率リサイクル技術】

電炉内でシュレッダーダスト（ASR）等の廃棄物中の有
機系成分を熱エネルギー源、還元剤として利用すると
共に、含有金属を再資源化する技術を開発し、実用化。

【シュレッダーダスト等高効率リサイクル技術】

電炉内でシュレッダーダスト（ASR）等の廃棄物中の有
機系成分を熱エネルギー源、還元剤として利用すると
共に、含有金属を再資源化する技術を開発し、実用化。

【希少金属代替材料開発】

コンピュータによる材料設計、ナノテクによる微細構造
制御等を活用し、希少金属（ｲﾝｼﾞｳﾑ、ﾃﾞｨｽﾌﾟﾛｼｳﾑ、ﾀﾝ
ｸﾞｽﾃﾝ）の省資源化／代替技術の開発を実施。

【希少金属代替材料開発】

コンピュータによる材料設計、ナノテクによる微細構造
制御等を活用し、希少金属（ｲﾝｼﾞｳﾑ、ﾃﾞｨｽﾌﾟﾛｼｳﾑ、ﾀﾝ
ｸﾞｽﾃﾝ）の省資源化／代替技術の開発を実施。

主な成果主な成果

新たな取組新たな取組

研究開発プロジェクトの変遷研究開発プロジェクトの変遷
H13fy H14fy H15fy H16fy H17fy H18fy H19fy

スクラップからの金属回収

循環型ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ設計・製造技術開発

建築廃材ﾘｻｲｸﾙ技術開発

資源循環型住宅技術開発

3R実用化技術開発

家電断熱材
ﾘｻｲｸﾙ技術開発

電機製品の部品等
再利用技術開発

建築物ﾒﾝﾃﾅﾝｽ技術開発

ASRﾘｻｲｸﾙ技術開発

高塩素含有ﾘｻｲｸﾙ資源対応
ｾﾒﾝﾄ製造技術

自動車用高強度鋼板開発

小型電子機器
からの希少金属
回収技術開発

希少金属代替
材料開発

高温鉛はんだ代替技術開発

革新的建築部材開発
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H12.4 容リ法施行

H13.4 家電ﾘｻｲｸﾙ法施行

H14.5 建設ﾘｻｲｸﾙ法施行

H17.1 自動車ﾘｻｲｸﾙ法施行

３Ｒプログラム３Ｒプログラム３Ｒプログラム
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Ｈ１７年度

環境管理会計
ワークブック（２０
０２）

Ｈ１８年度Ｈ１６年度Ｈ１５年度Ｈ１４年度Ｈ１３年度Ｈ１２年度Ｈ１１年度

環境管理会計の調査

ＭＦＣＡの基礎調査

環境管理会計の普及研究

ＭＦＣＡの普及活動と
活用手法研究

大企業・中小企業向けＭＦＣＡ
導入実証事業

ＭＦＣＡ導入ガイドライ
ン、計算プログラム
セミナー、研修会 等

環境管理会計プロジェクトの概要（Ｈ１１年度～）環境管理会計プロジェクトの概要環境管理会計プロジェクトの概要（Ｈ１１年度～）（Ｈ１１年度～）

ＭＦＣＡ（ﾏﾃﾘｱﾙﾌﾛｰｺｽﾄ会計）についてＭＦＣＡ（ﾏﾃﾘｱﾙﾌﾛｰｺｽﾄ会計）について

～～Material Flow Cost AccountingMaterial Flow Cost Accounting～～
・製造プロセスにおける廃棄物となるエネルギーコスト、廃棄物処理コスト等を物量単位と金額単位で測定する
システム。→廃棄物・排出物の正確な原価を算定し、エネルギーコストを削減する手法。
・環境管理会計（企業の内部管理に特化した環境会計）の主要手法。

【事業概要・目的】
環境調和型の企業経営を推進するためのツールであり、環境価値の視覚化に有効な「環境管

理会計」について、マテリアルフローコスト会計を中心に、モデル事業やセミナー等の開催を通じて、
普及促進を図る。

環境管理会計プロジェクトの推移
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〈原因〉マテリアルロスの２／３が

レンズの荒研削工程で発生。

〈対策・効果〉原材料メーカーの協力の

もとニアーシェイプ（肉厚の薄いレンズ）

を採用。研削量８０％削減。

ＭＦＣＡの取組事例

キヤノンのレンズ加工工程

〈原因〉日東電工の営業利益の２／３相当のムダが発生。
エレクトロニクス用粘着テープの生産工程では負の製品３２％。
〈対策・効果〉生産設備（７億円）の導入などにより、２００３年に
負の製品１０％削減。

田辺製薬の医薬品製造工程

〈原因〉溶媒の廃液焼却処理コストが大

（廃棄物処理コストの８割）。

〈対策・効果〉焼却処理を微生物活性汚

泥処理に変更。

設備投資額約６，６００万円／年をほぼ

１年で回収等。

省エネ効果は約３，３００万円／年（ＣＯ２換算で２，３２８ｔ/年）。

▲2004年 焼却処理施設を撤去

日東電工の粘着テープの生産工程

←セパレータ

←粘着材

← 基材

粘着テープ【３層構造】

１００％１００％１００％合計

１０％２２％３２％負の製品

９０％７８％６８％正の製品

２００７

（目標）
２００３２００１

改善実績と目標
改善実績と目標

320

1,280

製品の原価合計1,600

営業利益500

販売管理費400
売上利益900

負の製品原価（ロスコスト）

正の製品原価

売上2,500

MFCAをベースにしたP/L（単位：千円）

（不明）

500営業利益

400販売管理費

900売上利益

（不明）

1,600良品(製品)の原価

2,500売上

伝統的原価計算のP/L（単位：千円）

インプット
(100kg)

原材料費1,000円
加工費 600円

アウトプット
製品１個 (80kg)
原材料費1,600円生産プロセス

（20kg）
原材料費 200円
加工費 120円
合計 320円

廃棄物

アウトプット

製品 １個(80kg)
原材料費 800円
加工費 480円
合計 1,280円

インプット

(100kg)
原材料費1,000円
加工費 600円
合計 1,600円

生産プロセス

負の製品

通常の原価計算

ＭＦＣＡ

伝統的な原価
計算では構造的に
見落とされる

廃棄物出すなら入れるな、ムダ０に。
コスト削減（＝エネルギーコスト削減）と生産性アップ！

ＭＦＣＡの概要図
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ＮＰＯ等の
市民団体

企業グループ
経済団体等

地域住民 企業

学校自治体

成果発表会・セミナー、ホームページ等を通じて、
全国に普及させる

①地域の企業、ＮＰＯ、市民団体等の地域コミ

ュニティを形成する主体が連携・協働し、地域

が有する環境問題の解決、地域の活性化を経

営的感覚に基づき実践するモデルの発掘。

②推進委員および地方経済産業局による事

業の展開を支援することを通じて、持続的か

つ効率的な環境負荷の低減を図る。

③事業の成果及び課題の評価等を通じて、全

国に同様の取り組みを広く普及。

１４６９５９４７１３９１１２９平成１８年度

１３９３５１７７３２１６２０６８平成１７年度

８５９４１０３５８９５４１１平成１９年度

１５

９

採数

１１６

２２０

合計

２６

２４

九州

５

７

沖縄

６

１８

中国

８

１８

中部

１１

２８

東北

７１６３０７平成１６年度

１３３４６５１３平成１５年度

四国近畿関東北海道

＜地域別モデル事業応募数・採択数＞

地域コミュニティの連携

事業主体

＜事業の概要＞

採択数合計延べ ５９ （３９） ( )内は採択団体数

＜モデル事業の体制図（例）＞

連携する団体（例）

環境コミュニティ・ビジネスモデル事業（Ｈ１５年度～）環境コミュニティ・ビジネスモデル事業環境コミュニティ・ビジネスモデル事業（Ｈ１５年度～）（Ｈ１５年度～）
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＜事業の目的＞ ～環境負荷低減効果の高い「サービス提供型ビジネス」へ～

○事業の立ち上げにかかるコンサルティングの依頼や、事業展開に必要な準備作業
等を支援。推進委員によるアドバイス。

○新規性・オリジナリティ・競争力の高い事業の成果を、成果発表会・セミナー、ホー
ムページ等を通して、全国に広く普及する。全国で同様の活動の展開を期待。

○期待される環境負荷低減効果
「製品の生産・流通・消費に要する資源エネルギーの削減」
「使用済み製品の発生抑制」等

①－１
サービス提供者による

モノの所有･管理
契約形態を変更することに
より、製品をライフサイクル
で管理し、環境負荷を削減
する。

①－２
利用者のモノの管理
高度化・有効利用

維持管理・更新のデザイ
ンと技術により、製品の長
寿命化を図りサービス提
供を持続拡大

①－３
モノの共有化

所有を共有化することによ
り、製品ストックの減少（資
源消費の削減）を図る

②－１
サービスによるモノの
代替化（ＩＴによる脱物

質化)
資源を情報・知識・労働によ
りサービスに代替させ、資源
消費に伴う負荷削減を図る

②－２
サービス高度化・高付

加価値化
サービスの効率を図ったり、
さらに付加価値を付けて
サービスに付随する環境負
荷を削減

＜具体例＞
■製品レンタル・リース
■洗濯機のPay per 

Use
■製品のテイクバック

＜具体例＞
■中古製品や部品の

買取・販売
■修理・リフォーム
■アップグレード
■点検・メンテナンス

＜具体例＞

■カーシェアリング
■農機具の共同

利用

＜具体例＞
■デジタル画像管理
■音楽配信

＜具体例＞
■廃棄物処理コー

ディネート
■ＥＳＣＯ事業

グリーン・サービサイジング事業

①マテリアル・サービス（モノが主） ②ノンマテリアル・サービス（サービスが主）

５３９１８

５３３１９

３４２１７

採択
団体数

申請
団体数

年度

＜申請・採択団体数の推移＞

グリーン・サービサイジング事業（Ｈ１７年度～）グリーン・サービサイジング事業グリーン・サービサイジング事業（Ｈ１７年度～）（Ｈ１７年度～）
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○３Ｒ推進月間事業実施（毎年１０月）
＜３Ｒ推進月間＞
再生資源利用促進法の制定を機に「リサイクル推進月間」としてスタート（平成３年）。その後、

持続的な経済発展のために１Ｒ（リサイクル）から３Ｒ（リデュース・ リユース・リサイクル）へと取
組が拡充されてきたことにより、平成１２年に現在の名称に変更。

→企業、自治体、ＮＰＯ等の３Ｒ活動推進を目的とした「３Ｒ推進功労者等表彰」実施。
（関係府省、３Ｒ推進協議会連携）

→循環ビジネス振興を目的とした「資源循環技術・システム表彰」実施。
→政府広報を活用し、ＴＶ、ラジオ、新聞、雑誌等、幅広いメディアで普及啓発活動を実施。
→内閣府、環境省等と連携して「環境にやさしい買い物キャンペーン」を実施。
→３Ｒ推進月間を広く国民にＰＲするため、ポスターを作成。

○リユース促進のための取組（Ｈ１８～）

→代表的なリユースの手法であるリターナブル容器の導入を促進し、
容器包装に係る環境負荷を低減することを目的として、平成１８年
度よりリターナブル容器導入に関するモデル事業を創設。

（平成１８年度実施事業）
・リターナブルびん入り商品の重点的な広報 （京都）
・地域で活用されているエコマネーとの連携 （名古屋）

・酒屋さんの宅配システムの復活、再構築 （茅ヶ崎）
・地産地消型商品容器へのリユース容器導入促進 （沖縄）
・リターナブルＰＥＴボトルの研究 （東京）

３Ｒ推進月間ＰＲポスター（Ｈ１９）

○「排出抑制に向けた取組の促進」及び
「再商品化義務の適切な履行」の新聞広告

→容器包装リサイクル法に基づく容器包装廃棄物の排出抑制促進措置
（平成１９年４月施行）及び再商品化義務の適切な履行（ただ乗り事業
者対策）の周知徹底を図るため、新聞に広告を掲載。

新聞広告（Ｈ１９．３）

３Ｒ政策普及啓発事業①３Ｒ政策普及啓発事業３Ｒ政策普及啓発事業①①




